
民生費
51億6,992万円

総務費
20億9,959万円

公債費
20億145万円

衛生費
16億2,399万円

土木費
18億7,021万円

教育費
13億5,637万円

諸支出金
11億4,890万円

農林水産業費
10億8,613万円

消防費
7億6,703万円

歳出

性質別内訳

目的別内訳

補助費等
28億5,925万円
（+3.3%） 普通建設事業費

20億9,532万円
（+17.4%）

扶助費
15億641万円
（+5.7%）

公債費
20億145万円
（▲9.9%）

人件費
31億5,347万円
（+6.0%）

物件費
27億104万円
（▲2.1%）

繰出金
13億3,723万円
（▲1.9%）

積立金
11億4,890万円（+0.9%）

投資及び出資金
4億7,172万円（+0.1%） 維持補修費　1億8,861万円（▲2.6%）

予備費　5,000万円（+66.7%）

その他経費
49.1％

義務的経費
37.3％

投資的
経費
13.6%

商工費
2億3,081万円

その他 1億5,940万円

災害復旧費
3億3,120万円

災害復旧費 3億3,120万円（皆増）
※（　）は前年度比

公営企業会計予算
主な特別会計予算

水道事業
【収益的】 【資本的】

収入 5 億　768 万円 収入 1 億 3,631 万円
支出 4 億 4,487 万円 支出 1 億 8,936 万円

簡易水道事業
【収益的】 【資本的】

収入 4 億 7,764 万円 収入 2 億 9,805 万円
支出 4 億 7,764 万円 支出 4 億 4,493 万円

下水道事業
【収益的】 【資本的】

収入 10 億 2,838 万円 収入 7 億 2,174 万円
支出 9 億 7,845 万円 支出 10 億 9,280 万円

・入湯税については、環境衛生施設・鉱泉源の保護管理施設およ
び消防施設その他消防活動に必要な施設の整備ならびに観光の
振興に要する費用に充てる目的税であることから、観光振興基
金へ積み立てます。

・地方消費税交付金の社会保障財源化分については、老人福祉費、
障害者福祉費、児童福祉総務費および児童措置費へ充当します。

目的税等の使途の明確化

歳 入
自主財源である町税が 30 億 4,276 万円（前年度比＋

1.7％）に増加していますが、地方交付税 62 億 5,000 万
円や国・県支出金 26 億 3,793 万円など依存財源が 110 億
9,055 万円と全体の 62.1％を占めており、財源の多くを
国や県に頼らなければならない状況です。

歳 出
目的別内訳をみると、民生費の歳出に占める割合が高

く全体の 29.0％となっています。また、性質別内訳をみ
ると義務的経費である公債費が減少する一方、金屋第一
こども園の整備や災害復旧事業により投資的経費が増加
しています。

主な事業および新規事業
●土のうステーション整備事業／総務課
　浸水災害に備え被害軽減を図るため、町内各所に整備します。
●高齢者の保健事業と介護予防一体化事業／健康推進課
　高齢者の健康づくりの支援を行います。

●帯状疱疹ワクチン接種助成金／健康推進課
　ワクチン接種費用の助成を開始します。

●防災公園整備事業／建設課
　防災公園を整備するための設計および用地取得を行います。

●指令共同施設整備事業／消防本部
　湯浅広川消防組合との指令共同に備え、高機能指令システ
　ムおよび無線設備を整備します。

●金屋第一こども園施設整備事業／こども教育課
　老朽化した金屋第一こども園の建て替えを行います。

●学童保育施設整備事業／こども教育課
　藤並、御霊学童保育施設の増設を行います。

●文化力向上 1000 日プロジェクト事業／社会教育課
　郷土資料の作成・活用などにより文化力向上を図ります。

●訪問型家庭教育支援推進事業／社会教育課
　地域の人材を活かした家庭教育の支援や情報提供を行います。
●議会タブレット端末及びペーパーレス会議システム等
　導入事業／議会事務局
　タブレット端末を導入し、議会資料のペーパーレス化を図ります。

特定の事業を行うために、一般会計と
は別に独立して経理が行われる会計 地方公営企業法の適用を受け、その事業収入により経営される会計

国民健康保険事業 35 億 2,700 万円
後期高齢者医療 8 億 4,340 万円
介護保険事業 32 億 9,816 万円
特別養護老人ホーム等事業 11 万円
かなや明恵峡温泉 8,788 万円

一般会計当初予算 178 億4,500万円
前年度比4.2％増（令和5 年度 171億3,000万円）
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